
◎行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律 
（平成一四年一二月一三日法律第一五一号）   

一、提案理由（平成一四年一一月一四日・参議院総務委員会） 

○国務大臣（片山虎之助君） ただいま議題となりました行政手続等における情報通信

の技術の利用に関する法律案等三法案について、その提案理由及び内容の概要を御説明

申し上げます。 

 初めに、行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律案について御説明申

し上げます。 

 この法律案は、昨年三月に高度情報通信ネットワーク社会形成基本法に基づき作成さ

れたｅ―Ｊａｐａｎ重点計画において、行政手続のオンライン化に伴う法令の見直し等

を行うものとされたことを受けて立案し、このたび御提案することとしたものでありま

す。その目的は、国の行政機関、地方公共団体、独立行政法人等の行政手続等に関し、

情報通信の技術を利用する方法により行うことができるようにするための共通する事項

を定めることにより、電子政府及び電子自治体の実現に向けて、国民の利便性の向上を

図るとともに、行政運営の簡素化及び効率化に資することとしております。 

 この法律案の要点は、第一に、行政機関等は、行政手続等のうち他の法令の規定によ

り書面により行うこととしているものについては、手続の性質等により電子情報処理組

織の使用になじまないものと考えられる法律上の行政手続等を除き、電子情報処理組織

を使用して行わせることができることとしております。 

 第二に、行政手続等における情報通信技術の利用の推進を図るため、国は、情報シス

テムの整備等に関し必要な措置を講じるよう努めなければならないこと、地方公共団体

は、情報システムの整備及び条例等に基づく行政手続について必要な措置を講じるよう

努めなければならないこととしております。 

……………（略）…………… 

 以上が、行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律案等三法案の提案理

由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願い申し上げます。 

二、参議院総務委員長報告（平成一四年一一月二二日） 

○山崎力君 ただいま議題となりました三法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 これら三法律案は、いずれも第百五十四回国会に本院に提出され、継続審議となって

いたものであります。 

 まず、行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律案は、行政機関等に係

る申請、届出その他の手続等に関し、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通

信の技術を利用する方法により行うことができるようにするための共通する事項を定め

ようとするものであります。 



……………（略）…………… 

 委員会におきましては、三案を一括して議題とし、行政手続オンライン化のメリット、

住民基本台帳ネットワークシステムの利用事務拡大の必要性、電子政府・電子自治体に

おける個人情報保護の在り方、電子自治体構築に向けた財政支援策、公的個人認証サー

ビスの内容と開始時期等について熱心な質疑が行われました。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して宮本岳志委員、社会

民主党・護憲連合を代表して又市征治委員より、それぞれ三法律案に反対する旨の意見

が述べられました。 

 討論を終局し、順次採決の結果、三法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決す

べきものと決定いたしました。 

 なお、三法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一四年一一月二一日） 

 政府は、本法の施行に当たり、左記の事項の実現に努めるべきである。 

一、電子政府、電子自治体の構築に当たっては、国民の理解を得つつ、行政サービスの

質の向上が図られるよう情報通信基盤の整備を進めるとともに、地域間格差が生じな

いよう地方公共団体に対し、必要な支援を行うこと。 

二、情報通信技術の利用の有無により行政サービスの内容に差異が生じることのないよ

う十分留意するとともに、国民の情報通信利用技術の向上のための施策を一層進める

こと。 

三、行政手続のオンライン化、地方公共団体の認証業務を行うに当たっては、情報の改

ざん、漏えい、不正使用等が行われないよう、技術革新に対応したセキュリティー対

策、個人情報保護のための措置を講じ、業務の信頼性・安全性が確保されるよう万全

を期すること。 

四、行政手続のオンライン等に従事する関係者のモラルの維持・向上、徹底したデータ

の管理、法令の遵守、責任体制の明確化を図ること。 

五、プライバシー保護及び個人情報保護の重要性にかんがみ、住民基本台帳ネットワー

クシステムの目的外使用・安易な利用の拡大を行わないこと。 

六、本年八月に稼働した住民基本台帳ネットワークシステムに関しては、セキュリティ

ーを確保する観点から、地方公共団体において、その実施状況を自ら点検し、必要に

応じ外部監査を受けるようにするとともに、政府は住民基本台帳ネットワークシステ

ムの運用状況等について適時公表すること。 

七、行政手続のオンライン化が国民生活及び国民の権利に密接に関係することから、本

法律施行に伴う政省令の制定及びその運用に当たっては、国会における論議及び地方

公共団体等の意見を十分踏まえるとともに、状況の変化に応じて必要な見直しを行う

こと。 



 右決議する。 

三、衆議院総務委員長報告（平成一四年一二月六日） 

○遠藤武彦君 ただいま議題となりました三法案につきまして、総務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、各法案の要旨について申し上げます。 

 行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律案は、行政機関等に係る申請、

届け出等の行政手続に関し、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を

利用する方法により行うことができるようにするための共通する事項を定めようとする

ものであります。 

……………（略）…………… 

 以上の三法案は、参議院先議に係るものであり、第百五十四回国会に提出され、今国

会の去る十一月二十二日本院に送付され、同月二十六日に本委員会に付託されたもので

あります。 

 委員会におきましては、三法案について、同月二十八日片山総務大臣から提案理由の

説明を聴取し、十二月三日から一括して質疑に入りました。 

 昨五日、民主党・無所属クラブから、情報通信技術利用法の施行に伴う関係法律整備

法案及び地方公共団体の認証業務法案に対しそれぞれ修正案が提出され、趣旨の説明を

聴取した後、三法案及び修正案を一括して質疑を行い、同日質疑を終局いたしました。

次いで、討論を行い、順次各案について採決いたしましたところ、両修正案はそれぞれ

賛成少数をもって否決され、三法案はそれぞれ賛成多数をもって原案のとおり可決すべ

きものと決しました。 

 なお、三法案に対し附帯決議を付することに決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一四年一二月五日） 

 政府は、本法の施行に当たり、左記の事項の実現に努めるべきである。 

一 電子政府、電子自治体の構築に当たっては、あくまでも国民の利便性の向上との観

点から国民の理解を得つつ、行政サービスの質の向上が図られるよう情報通信基盤の

整備を進めるとともに、地域間格差が生じないよう地方公共団体に対し、必要な支援

を行うこと。 

二 情報通信技術の利用の有無により行政サービスの内容に差異が生じることのないよ

う十分留意するとともに、国民の情報通信利用技術の向上のための施策を一層進める

こと。 

三 行政手続のオンライン化、地方公共団体の認証業務を行うに当たっては、情報の改

ざん、漏えい、不正使用等が行われないよう、技術革新に対応したセキュリティー対

策、個人情報保護のための措置を講じ、業務の信頼性・安全性が確保されるよう万全

を期すること。 



四 行政手続のオンライン等に従事する関係者のモラルの維持・向上、徹底したデータ

の管理、法令の遵守、責任体制の明確化を図ること。 

五 プライバシー保護及び個人情報保護の重要性にかんがみ、住民基本台帳ネットワー

クシステムの目的外使用・安易な利用の拡大を行わないこと。 

六 本年八月に稼働した住民基本台帳ネットワークシステムに関しては、セキュリティ

ーを確保する観点から、地方公共団体において、その実施状況を自ら点検し、必要に

応じ外部監査を受けるようにするとともに、政府は住民基本台帳ネットワークシステ

ムの運用状況等について適時公表すること。 

七 行政手続のオンライン化が国民生活及び国民の権利に密接に関係し、市町村ごとに

取り組み状況が異なることにかんがみ、本法律施行に伴う政省令の制定及びその運用

に当たっては、国会における論議及び地方公共団体等の意見を十分踏まえるとともに、

状況の変化に応じて必要な見直しを行うこと。 


